
資料５ 実施設計図書一覧 

成果物 部数 備考 

1． 建築 

（総合） 

意匠図 1式 A1二つ折製本（2部）、A3

（縮小版）二つ折製本（3

部）、A3（原図）（1部） 

 建築物概要書   

 図面リスト   

 仕様書   

 工事区分表   

 敷地案内図   

 配置図   

 面積表及び求積図   

 法規チェックリスト   

 仕上表   

 平面図（各階）   

 断面図   

 立面図（各面）   

 矩計図   

 階段詳細図   

 展開図   

 天井伏図（各階）   

 建具表   

 部分詳細図   

 外構図   

 サイン計画図   

 総合仮設計画図   

 その他必要な図面等   

工事手順表 1部 A4ファイル 

全体工程表 1部 A4ファイル 

工事費内訳明細書 1部 A4ファイル 

積算数量算出書 1部 A4ファイル 

積算数量調書 1部 A4ファイル 

建築確認申請関係図書 1部 A3二つ折 

  



2． 建築 

（構造） 

構造図 1式 A1二つ折製本（2部）、A3

（縮小版）二つ折製本（3

部）、A3（原図）（1部） 

 図面リスト   

 仕様書   

 構造基準図   

 土質柱状図   

 杭伏図   

 伏図（各階）   

 軸組図   

 各部断面図   

 標準詳細図   

 各部詳細図   

 その他必要な図面等   

構造計算書 1部 A4ファイル 

工事費内訳明細書 1部 A4ファイル 

積算数量算出書 1部 A4ファイル 

積算数量調書 1部 A4ファイル 

建築確認申請関係図書 1部 A3二つ折 

3．電気設備 電気設備図 1式 A1二つ折製本（2部）、A3

（縮小版）二つ折製本（3

部）、A3（原図）（1部） 

 図面リスト   

 仕様書   

 工事区分表   

 敷地案内図   

 配置図   

 構内配電線経路設備図   

 構内通信線路図   

 受変電設備図   

 幹線設備図   

 動力設備図   

 電灯・コンセント設備図   

 電話設備図   

 インターホン設備図   

 放送設備図   



 テレビ共同受信設備図   

 火災報知設備図   

 避雷設備図   

 昇降機設備図  （設置する場合） 

 消火設備図   

 その他必要な図面等   

各種計算書 1部 A4ファイル 

工事費内訳明細書 1部 A4ファイル 

積算数料算出書 1部 A4ファイル 

積算数量調書 1部 A4ファイル 

建築確認申請関係図書 1部 A3二つ折 

4．機械設備 機械設備図 1式 A1二つ折製本（2部）、A3

（縮小版）二つ折製本（3

部）、A3（原図）（1部） 

 図面リスト   

 仕様書   

 工事区分表   

 敷地案内図   

 配置図   

 機器表   

 空気調和設備図   

 換気設備図   

 排煙設備図   

 衛生器具設備図   

 給水設備図   

 排水設備図   

 給湯設備図   

 消火設備図   

 ガス設備図   

 屋外設備図   

 その他必要な図面等   

各種計算書 1部 A4ファイル 

工事費内訳明細書 1部 A4ファイル 

積算数料算出書 1部 A4ファイル 

積算数量調書 1部 A4ファイル 

建築確認申請関係図書 1部 A3二つ折 



５．開発行為 開発許可申請関係図書 1式 A4ファイル 

６．その他 地質調査資料 1式 A4ファイル 

建設物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律に基づく計画書 

1部 A4ファイル 

リサイクル計画書 1部 A4ファイル 

近隣説明用図面 1部 A4ファイル 

議会説明用図面 1部 A4ファイル 

概略工事工程表 1部 A4ファイル 

什器備品リスト・カタログ 1部 A4ファイル 

各種申請書類 1部 A4ファイル 

各種技術資料 1部 A4ファイル 

各種議事録 1式 A4ファイル 

その他必要な図面・資料 1部  

CADデータ又は電子データ 1式 CD-R等（CADデータ

（dxf、jwwの全ての形式

で提出）、その他（Word、

Excel、PDF等））※図面

データは PDFデータも提 

出のこと 

 

注 1 「総合」とは建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計をとりま

とめる設計を、「構造」とは建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建築物の設備に関

する設計をいう。 

注 2 工事費概要書は適切な工法、工期の設定により作成すること。なお、単価に関する資料

（見積書、単価根拠等）を含むものとする。 

注 3 提出図書は表の内容を予定しているが、その他必要な事項等については、県と選定事業

者の協議のより変更可能とする。 

注 4 部数に打合せ用資料は含まない。 

 

  


